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１）調達コストの低減の可能性については、業務オペレーションの「エグゼキ

ューション」に焦点を当てた検討に見えるが、その前段にある「プランニング」

についても検討を行うべきでは 

・調達活動では、「単価」「数量」の在り方を検討しているが、従来のプランニ
ング方針を所与とした検討になっているのではないか。プランニングから見直
すことによって、極論すれば、敢えて「単価」の高い資機材を調達したり、十
分なリダンダンシーを確保すべく多くの「数量」を調達しても、発電・送配電施
設の運用・保守メンテの在り方まで含めると、総体コストを抑制するようなオプ
ションも導出できるのではないか 
・業務計画のあり方まで遡ることで、一律的なローリスク・ノーリスクを脱却を図
るべき。一例を言えば、配電網の設備形成や保守計画の策定にあたっては、
瞬停すら巨額の損失を及ぼしかねない産業集積地域と、過疎地の一般需要
では、相応に異なる基準でプランニングをすることで、もう一段高次での経済
合理の達成が可能となる。また、こうした万一の際のインパクトを踏まえた業務
設計思想の浸透は、原発に対する「安全神話」＝安全であることを前提とした
業務設計に至る事を回避にも寄与する 
・実際、自由化が進展した諸外国の電力会社では、系統保守などでは Risk 
Based  Maintenance Strategy が採用されている（図①）。また、発電分野で
も、メンテナンスコストの低減のみならず、稼働率の向上も通じて、低発電コス
トを実現の要因となっている（図②） 
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２）業界慣例を尊重した検討に見えるが、広く海外や他業界のベストプラクテ

ィスも参照し、あるべき姿を検討していくべきでは（特にグループ会社取引） 

・グループ会社取引のコスト効率化については、東京電力グループの関係会
社のベストプラクティスに基づいて削減余地を算出している。これは、限られ
た検討期間において一定の実行可能性を担保する観点から合理的な分析
手法である一方、電力業界が構造的に抱える課題の解決に向けては、さらに
視野を広げた検討が有効と考える 
・例えば、東京電力グループのみならず、内外の他電力会社、内外のエネル
ギー会社（PPS、ガス等）あるいはエネルギー以外の他業界のベストプラクティ
スも視野にあるべき姿を考えていく。これにより、(a)（本報告で提示された削
減余地を実現するために）グループ会社は具体的にどのように合理化を図っ
ていくか、(b)グループ会社から外部業者への再外注費をどう削減するか、(c)
あるべきグループ内外調達の基準とともに、(d)電力業界横断で「自前→外部
活用」「独自・特殊→標準・汎用」にどう取り組むか、(e)グローバル汎用品の
調達も視野に入れるべきではないか（スマートメーターなどは汎用品をグロー
バルで調達した際と日本固有・電力各社会社固有の規格では極めて割高な
調達になりかねない）、といった課題についても実践解への示唆を得られるこ
とだろう 
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：欧州自由化化が進展してていた時期のの発電コストトベンチマーーク 

 


